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A-01 農業 コメ 排出濃度コメの
収量は今世紀
中頃までは増
加。その後は、
排出濃度シナリ
オにより、異な
る予測。

コメの収量の全国的な傾向として、今世紀
中頃（～2050s）までは生育期間短縮の影
響＜CO2施肥効果の状況、冷害の軽減に
伴い収量は増加する。その後は、450s及
び550sシナリオでは生育期間短縮の影響
＞CO2施肥効果の状況と高温による減収
が加わり、今世紀末（～2090s）に向かって
減収に転じると予測される一方、Bauシナ
リオでは減収には転じない。また、地域別
にみると、北海道・東北では、気温上昇の
正の効果が働いて減少に転じる年は他の
地域と比べて遅い、または減少しないが、
その他の地域ではシナリオにより異なるも
のの、2030-2050年代を過ぎると収量が減
少する地域が多いと予測される。

2020s
2030s
2040s
2050s
2060s
2070s
2080s
2090s

日本全国 S-4第2回報告書 p.22-24.
（2009年5月、温暖化影響総
合予測プロジェクトチーム）

MIROC3.2-hires 県別：
詳細モデルを用いた多数回シミュ
レーションにより事前に構築した
県別影響関数を用いた分析を
行っている。よって影響関数の入
力気候シナリオの空間解像度とし
ては県別。分野別影響モデルご
とのオリジナルの空間解像度とし
て約1km×約1kmグリッドで実施
し、その多数回シミュレーションの
結果を県別平均してデータベース
化することで影響関数を構築。

BAU:SRES B2
450sシナリオ
550sシナリオ

広域コメ収量予測機構モデル
（PRYSBI）：
1)国土数値情報を用いた水田分
布抽出、2)アメダスメッシュ気象
データを利用した水田グリッドに
おける平均の気象要素の計算、
3)ベイズ推定を用いたモデルパ
ラメータの推定、によりモデルを
作成。都道府県の平均ではある
が、過去の品種特性、収量変化
の実際を統計的に反映し、かつ
作物の環境応答の機構を取り込
んでいる。さらに、収量の年々変
動を定量的に再現することが可
能である。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

A-02 農業 コメ コメの総生産量
が少量増加す
る一方で、品質
低下のリスクが
上昇する。

現在の栽培体系の元では、気温の上昇に
伴い、コメの総生産量が少量増加する一
方で、品質低下のリスクが上昇する。植付
け日を基にしたシミュレーションでは、一
部の地域で収量が大幅に低下するが、総
生産量は変化しな７い。

～2100 日本全国 S-8研究関連:Ishigooka,Y.,
Fukui,S., Hasegawa,T.,
Kuwagata,T., & Nishimori,M.
(2013) Large scale evaluation
of the effects of adaptation
to climate change on rice
production and quality in
Japan.  National Institute for
Agro-Environmental
Sciences

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

A-03 農業 果樹 タンカンの栽培
適地が北上す
る。

タンカンの栽培適地は2020年代には四国
南部や和歌山県の沿岸部、2040年代に
は南関東や東海の沿岸部まで拡大した
が、山間部は鹿児島県内であっても、寒
害発生の頻度が高いと判定された。
将来的に現在のカンキツ地帯のうちほと
んどでタンカンの栽培が可能になるもの
の、内陸部では寒害の発生頻度が高くな
る可能性が示された。

2020-2029
2040-2049
2060-2069

全国 S-8研究関連:杉浦俊彦・杉浦
裕義・坂本大輔・朝倉利員
（2011）. 年平均気温および年
最低気温の変化推定による
タンカン適地の北上予測 園
学研10別2,11[果樹].

MIROC3・HiRes 3次メッシュ A1B すべてのメッシュについて日平均
値と日最低気温における気温上
昇量の月別平均値を算定した。
これを線形補間することで日別
の気温上昇量を算定し、これら
日別気温上昇量をアメダスメッ
シュ化データの現在値に加えて
将来の3次メッシュ単位の気温の
日別値を作成した。このデータを
元に栽培適地を3次メッシュ単位
でマップ化した。

情報なし 情報なし 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

A-04 農業 果樹 リンゴ、ウン
シュウミカンの
栽培適地が北
上する。

リンゴ、ウンシュウミカンとも栽培に有利な
温度帯は年次を追うごとに北上する。リン
ゴでは2060年代には東北中部の平野部
までが現在よりも栽培しにくい気候となり、
東北北部の平野部など現在のリンゴの主
力産地の多くが、暖地リンゴの産地と同等
の気温となる。一方、北海道ではほとんど
の地域で栽培しやすくいなる。ウンシュウ
ミカンでも、2060年代には現在の主力産
地の多くが現在よりも栽培しにくい気候と
なるとともに、西南暖地の内陸部、日本海
および南東北の沿岸部など現在、栽培に
不向きな地域で栽培が可能となる。

2020-2029
2040-2049
2060-2069

全国 S-8研究関連:杉浦俊彦・横沢
正幸（2004）.  年平均気温の
変動から推定したリンゴおよ
びウンシュウミカンの栽培環
境に対する地球温暖化の影
響　園学雑73(1), 72-78.

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

A-05 畜産業 畜産
A-06 畜産業 飼料作物
A-07 水産業 回遊魚等 サンマは、体重

が減少する一
方、産卵量は
増加する。

餌料プランクトンの減少により、2050年
で、2010年と比較して、サンマの体重が
10g(体長1cm)　減少する。一方、回遊範
囲も変化し、産卵回遊が遅れ、産卵期に
はより北の海域で過ごす期間が長くなるこ
とから、餌条件が良くなり、産卵量が現在
より増加する。

2050
2099

日本周辺（太
平洋）

地球温暖化が農林水産業に
及ぼす影響評価と緩和及び
適応技術の開発　483号
p.251-255.(2011年7月　農林
水産省）
原典: Ito S. et al.(2010）.
Ocean ecosystem responses
to future global change
scenarios: A way forward.
Oxford University Press.
287-322.

情報あり（整理
中）。

情報あり（整理中）。 A2 A2シナリオを使用したAOGCMか
ら得られた海水面温度のデータ
をNEMURO.FISH（低次生態系モ
デルに基づく魚類の成長モデル）
に適用。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

A-08 水産業 回遊魚等 マイワシは回遊
経路を北上さ
せ、産卵場を北
に移動すること
で悪影響を補
償する。

温暖化影響下では、マイワシは不足した
餌を北上回遊を緯度で1～2°程度北に移
動することにより補い、産卵場を北に移動
することにより再生産への悪影響を補償
する。

二酸化炭素濃
度年1%増加の
条件下での70
～80年目の状
態。

日本周辺の
亜寒帯・亜熱
帯海域

地球温暖化が農林水産業に
及ぼす影響評価と緩和及び
適応技術の開発　483号
p.251-255.(2011年7月　農林
水産省）

COCO-NEMURO
（中規模渦解像度
海洋生態系モデ
ル）

1/4x1/6度グリッド（約18km) 大気中二酸化
炭素濃度2倍
の状態のシナ
リオ

COCO.NEMUROを用いて、マイ
ワシの回遊モデルを駆動し、温
暖化応答メカニズムの解析を実
施。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

項番 予測地域予測時期予測される影響（詳細）大項目 小項目
予測される影

響
出典

気候予測の手法 影響予測評価の手法
脆弱性/環境依存性評価の手

法
確信度の評価に関連する事項
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。
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項番 予測地域予測時期予測される影響（詳細）大項目 小項目
予測される影

響
出典

気候予測の手法 影響予測評価の手法
脆弱性/環境依存性評価の手

法
確信度の評価に関連する事項

A-09 水産業 回遊魚等 スルメイカの分
布密度の低い
海域が拡大す
る。

2050年には本州北部沿岸域、2100年には
北海道沿岸域でスルメイカの分布密度が
低い海域が拡大する。日本沿岸域ばかり
でなく、亜寒帯冷水域にあたる日本海の
中央部でもスルメイカの分布密度が夏季
に低下する。

2025
2050
2075
2100

日本海 地球温暖化が農林水産業に
及ぼす影響評価と緩和及び
適応技術の開発　483号
p.261-267.(2011年7月　農林
水産省）

MIROC3
RIAMOM(日本海
渦解像海洋大循
環モデル)

1/12度グリッド（約10km) A1B 既存の調査線調査結果によるス
ルメイカの分布密度と水温の関
係と、RIAMOMによる日本海の
物理環境の予測結果を用いて、
日本海における分布状況の変化
を予測。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

A-10 水産業 回遊魚等 キュウリエソの
分布域拡大に
伴い、ブリの分
布範囲が拡大
する。

水深100m、水温7℃の範囲をもとにキュウ
リエソの分布範囲を推定すると、2000年
及び2025年までは北緯40度付近まであっ
たのが、2100年には北緯46度付近まで
キュウリエソの分布域が拡大し、日本海
のほぼ全域まで広がる。これにより、栄養
段階の高いブリの分布範囲の拡大が示
唆される。つまり、温暖化によって、既存
産地で漁獲されるブリの品質が低下する
ことが想定される。

2025
2050
2075
2100

日本海 地球温暖化が農林水産業に
及ぼす影響評価と緩和及び
適応技術の開発　483号
p.261-267.(2011年7月　農林
水産省）

MIROC3
RIAMOM(日本海
渦解像海洋大循
環モデル)

1/12度グリッド（約10km) A1B これまでの卵稚仔分布調査で得
られたキュウリエソの採取結果を
もとに水温で指標化するととも
に、RIAMOMによる温暖化予測
結果から分布を予測。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

A-11 水産業 回遊魚等 アカイカ資源の
ピーク緯度が
北上し、ピーク
値が減少する。

温暖化の進行に伴い、アカイカ資源の
ピーク緯度が北上するとともに、ピーク値
が減少する。

確認中 確認中 「気候変動に伴う水産資源・
海況変動予測技術の確信と
実利用可」　 (気候変動適応
研究推進プログラム：
RECCA)

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

A-12 水産業 回遊魚等（海流）対馬暖流が変
化する

2050年までは、対馬暖流第3分枝が強ま
り、極前線（亜寒帯フロント）が大きく北上
する一方で、2075年、2100年では極前線
が明確ではなくなり、渦構造が顕著に現
れる。対馬暖流域は水平的には広がる
が、鉛直的には薄くなる。

2025
2050
2075
2100

日本海 地球温暖化が農林水産業に
及ぼす影響評価と緩和及び
適応技術の開発　483号
p.261-267.(2011年7月　農林
水産省）

MIROC3
RIAMOM(日本海
渦解像海洋大循
環モデル)

1/12度グリッド（約10km) A1B MIROCによるA1Bに基づいた地
球温暖化計算結果を初期条件・
境界条件として、RIAMOMを10年
間計算し、定常場を算出。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

A-13 その他

6
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。
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B-01 水環境 湖沼・ダム湖 湖沼の表層水
温が上昇する
（琵琶湖）。

10ヵ年平均表層水温を現在気候(1994～
2003)と近未来気候(2030-2039)を比較す
ると、今津沖中央地点では15.3℃から
16.6℃（16.3-17℃）上昇し、南比良沖中央
地点では15.2から16.4℃（16.1-16.8℃）ま
で1.2℃(0.9-1.6℃)上昇する。

2030-2039 琵琶湖 気候変動による水質等への
影響解明調査p26-31（2013
年3月　環境省　水・大気環境
局　水環境課)

MRI-AGCM3.2S 約20km A1B MRI-AGCM3.2Sのデータのうち
の、現在気候(1979～2003年)の
モデル値とアメダスとの比較によ
り、気候モデルの近未来気候お
よび将来気候データにバイアス
補正を適用。近未来気候との差/
比の検討を行い、結果の気候
データを入力条件として琵琶湖
流域水物質循環モデルにより解
析。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

B-02 水環境 湖沼・ダム湖 湖沼の冬季全
循環が生じず、
下層DOが減少
し、リン酸態リ
ンの低層濃度
が増加する（琵
琶湖）。

今津沖中央地点では、現在気候の10年
間はいずれの年も冬期全循環が生じる
が、近未来気候条件化では、2034年～
2036年の3年間において、冬季に表層～
中層の水温が十分に低下しないことによ
り、鉛直方向の水温が一様にならない状
態が継続する。鉛直方向の水温が一様に
ならない期間では、下層DOが徐々に減少
し、約1年後には低い水準まで低下する。
また下層の無酸素層の発達に伴い、全リ
ン、特にリン酸態リンの低層濃度が増加
する。

2030-2039 琵琶湖 気候変動による水質等への
影響解明調査p26-31（2013
年3月　環境省　水・大気環境
局　水環境課)

MRI-AGCM3.2S 約20km A1B MRI-AGCM3.2Sのデータのうち
の、現在気候(1979～2003年)の
モデル値とアメダスとの比較によ
り、気候モデルの近未来気候お
よび将来気候データにバイアス
補正を適用。近未来気候との差/
比の検討を行い、結果の気候
データを入力条件として琵琶湖
流域水物質循環モデルにより解
析。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

B-03 水環境 河川 河川の水温が
上昇する（雄物
川）。

現在気候(1994-2003)の11.9℃に対して近
未来気候(2030-2039)では12.4℃(12.1-
12.7℃)であり、0.5℃(0.2℃－0.8℃)上昇す
る。季節ごとの変化では、冬季(12～2月)
の水温上昇は0.8℃（0.6-1.1℃)、夏季(6～
8月)の水温上昇は0.4℃(0.0-0.7℃)と冬季
に影響が大きくなる。

2030-2039 雄物川 気候変動による水質等への
影響解明調査p42-45（2013
年3月　環境省　水・大気環境
局　水環境課)

MRI-AGCM3.2S 約20km A1B MRI-AGCM3.2Sにバイアス補正
を行なったデータを使用し、近未
来気候において現在気候から変
化する気象要素を気温、日射
量、降水量とし、結果の気候デー
タをを入力条件として琵琶湖流
域水物質循環モデルにより解
析。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

B-04 水環境 河川（水域生
態系を含む）

水温上昇によ
り、冷水魚が生
息可能域が減
少する。

現状では、最高水温が20℃未満の地域
面積は全体の約5%、26℃未満（26℃は冷
水魚の確認地点ではあまり発現しない水
温）の地域面積が約40%となっている。全
国の河川において最高水温がおしなべて
1℃上昇すると、全国土面積に26℃以下
の地域面積が占める割合は約32%に減少
し、現状の生息域の約22%がなくなる。ア
マゴなど西日本に多く分布する生物の生
息に影響を及ぼす可能性がある。3℃上
昇したとしてこれに適応できない場合を想
定すると、冷水魚が生息可能な河川が分
布する国土面積は約20%程度に減少し、
特に本州における生息地は非常に限定
的になる。また、水温の上昇等の生息環
境の変化に対して、生息適地への移動を
試みると考えられるが、山地部に部分的
な分布があった種や、構造物等により連
続性が遮断されている場合は移動が困難
になる。

気温の上昇程
度を指標にし
て予測。

日本全国 気候変動適応策に関する研
究（中間報告）（2013年、国土
技術政策総合研究所）, p.II-
102

使用していない。 － 使用していな
い。

全国の公共用水域調査全地点
の各地点において観測された最
高水温を測定位置（緯度、経度）
情報とともにIDW法により解析
し、推定水温分布図を作成。これ
を仮に全国一律で水温が1℃上
昇した場合、3℃上昇した場合の
分布図を作成。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

B-05 水環境 河川（浮遊
砂）

浮遊砂量が増
加する

2090年までに、現状と比べて、浮遊砂量
が、MRI-GCMによるデータでは8%増加
し、MIROCによるデータでは24%増加す
る。台風のような異常気象の増加により、
9月に最も浮遊砂量は増加する。

2030s
2040s
2080s
2090s

日本全国 S-8研究関連:Mouri.G.,
Golosov.V., Chalov.S.,
Takizawa.S., Oguma.K.,
Yoshimura.K., Shiiba.M..,
Hori.T., & Oki.T.（2012).
Assessment of potential
suspended sediment yeild in
Japan in the 21st century
with reference to the general
circulation model climate
change senarios. Global and
Planetary Change102, 1-9

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

B-06 水環境 海域 海域の水温が
上昇する（日本
海。南部では低
温化する海域
もある）。

日本海の水温は北部～北西海域を中心
に高温化し、2100年には2.5m深で平均
3.8℃、100m深で2.9℃昇温するが、南部
では低温化する海域も見られる。

2025
2050
2075
2100

日本海 地球温暖化が農林水産業に
及ぼす影響評価と緩和及び
適応技術の開発　483号
p.261-267.(2011年7月　農林
水産省）

MIROC3
RIAMOM(日本海
渦解像海洋大循
環モデル)

1/12度グリッド（約10km) A1B MIROCによるA1Bに基づいた地
球温暖化計算結果を初期条件・
境界条件として、RIAMOMを10年
間計算し、定常場を算出。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

出典

気候予測の手法 影響予測評価の手法
脆弱性/環境依存性評価の手

法
小項目 予測時期予測される影響（詳細）大項目

予測される影
響

予測地域

確信度の評価に関連する事項

項番
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



水環境・水資源

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

出典

気候予測の手法 影響予測評価の手法
脆弱性/環境依存性評価の手

法
小項目 予測時期予測される影響（詳細）大項目

予測される影
響

予測地域

確信度の評価に関連する事項

項番

B-07 水環境 湖沼・ダム湖
／河川

水温・水質への
影響、生物へ
の影響が生じ
る

水質への影響は、流況との関係もあり、
予想することは難しい面もあるが、水温の
上昇や溶存酸素（DO）消費を伴った微生
物による分解反応が進むことにより、溶存
酸素濃度の低下による水質の悪化が懸
念される。湖沼や貯水池においては、気
温・水温の上昇により湖沼等内部での温
度成層や植物プランクトンの活動が影響
を受ける等、河川以上に厳しい水質変化
が予想される。水質の変化によっても生
物への影響は考えられる。
気候変化による生態系や水・物質循環系
への影響は、現段階において知見やデー
タも少なく、予測するのは難しい。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

B-08 水資源 水供給 極端な少雨現
象により、渇水
リスクが増大す
る

極端な少雨現象の発生は、河川流出量を
減少させ、ダムの貯水量の低下等から、
下流の必要流量の確保が困難となる。さ
らに、気温上昇による積雪量の大幅な減
少と雪解け時期の早期化が伴う場合は、
河川流出量の減少のみならず、流出時期
が早まり、代かき期のダムの貯水量の低
下等から、農業等における必要流量の確
保が困難となる。なお、水に対する需要
は、社会条件の変化の影響を大きく受け
ることから、渇水リスクは、気候変化と社
会条件の変化の双方から考える必要があ
り、長期的には見通しを立てることは困難
である。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

B-09 水資源 水供給 ダムの灌漑期
の渇水発生頻
度が増加する
（高知県早明浦
ダム）。

高知県 早明浦ダムでは将来（2091－
2100）、灌漑期（5月21日～１0月10日）に
渇水（貯水率50％以下）の発生頻度がわ
ずかに増加。　非灌漑期では、ほとんどの
降水シナリオで渇水発生頻度が減少傾向
になる。特に、非常に低い貯水率の発生
頻度が減少する。

2091-2100 早明浦ダム 平成24年度研究成果報告会
要旨集　p.42　 「流域的にダ
ウンスケールした気候変動シ
ナリオと高知県の適応策」
（2012年12月 気候変動適応
研究推進プログラム：RECCA
）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

B-10 水資源 水需要 最高気温の上
昇で水の使用
量が増加する
（東京）。

東京では最高気温が1℃上昇すると水の
使用量が0.7%増加する。夏季（7月、8月）
だけを見ると、その影響は1％程度にな
る。口径別に見ると温暖季（5～10月）の
気温1℃あたりの水使用量の変動率は小
口径では0.3%であるのに対し、中口径で
は0.6%、大口径は1.9％、特大口径では
2.8%ととなる。小口径では影響が少なく、
中口径、大口径の契約者で影響が大きい
ことが分かった。

気温の上昇程
度を指標にし
て予測。

東京 平成20年度　ヒートアイランド
対策の環境影響等に関する
調査業務p.58-60. （2008年
社団法人　環境情報科学セ
ンター）

使用していない。 － 使用していな
い。

平成15年～平成19年にかけての
東京都の日別配水量および、東
京区部の呼び径別月別水使用
量からの解析。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

B-11 その他
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自然生態系

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

C-01 森林・高山
生態系

高山植物 ハイマツの分布
適域が減少す
る。

2081-2100年までに、RCM20とMIROCの
シナリオのもとでは、ハイマツの分布適域
が現在の分布適域と比較して、それぞれ
25.0%、14.7%に減少する。分布適域は本州
と北海道の高山帯では維持されるが、東
北と北海道の南東部では消失する。

2081-2100 日本全国 S-8研究関連:Horikawa.M.,
Tsuyama.I., Matsui.T.,
Kominami.Y., & Tanaka.N.
(2008). Assessing the
potential impacts of climate
change on the alpine habitat
suitability of Japanese stone
pine (Pinus pumila). Springer
Science＋Business Media
B.V.

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

C-02 森林・高山
生態系

自然林 ブナ林の分布
適域が減少す
る。

温暖化の進行に伴いブナ林の適域は失
われていく。450ｓ,550s、BaUシナリオにお
けるブナ林の適域は、今世紀中頃
（2050s）までには、それぞれ28%、35%、
39%失われると見込まれ、今世紀末（2090
ｓ）には安定化レベルによって大きな差が
現れ、36%、50%、68%失われると見込まれ
る。450sの場合、適域の衰退に歯止めが
かかるものの、今世紀末に36%の衰退は
免れない。特に、東海・中部・近畿、中国・
四国・九州のブナ林は温暖化の進行に伴
い大幅に適域が失われる。

2020s
2030s
2040s
2050s
2060s
2070s
2080s
2090s

日本全国 S-4第2回報告書 p.18. （2009
年5月、温暖化影響総合予測
プロジェクトチーム）

MIROC3.2-hires 県別：
詳細モデルを用いた多数回シミュ
レーションにより事前に構築した
県別影響関数を用いた分析を
行っている。よって影響関数の入
力気候シナリオの空間解像度とし
ては県別。分野別影響モデルご
とのオリジナルの空間解像度とし
て約1km×約1kmグリッドで実施
し、その多数回シミュレーションの
結果を県別平均してデータベース
化することで影響関数を構築。

BAU:SRES B2
450sシナリオ
550sシナリオ

ENVIモデル:
国内の各3次メッシュセルについ
て、4つの気候変数（暖かさの指
数、最寒月最低気温、夏期降水
量、冬期降水量）と5つの土地変
数（表層地質、地形、土壌、斜面
方位、斜面傾斜度）を説明変数と
し、ブナ林が分布する確立を推
定。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

C-03 森林・高山
生態系

自然林 アカガシとウラ
ジロガシの分布
適域が変化す
る。

固体では最寒月最低気温（TMC）、優占
林では暖かさの指数（W1）が分布を規定
する主要な要因となる。固体分布ではアカ
ガシとウラジロガシの2種ともにTMC約－
5℃以上で分布適域となる。2種ともに優
占林の分布適域のW1は固体に比べて狭
く、寒冷な条件に偏る。固体と優占林とも
に、アカガシが夏季降水量（PRS)約
1,500mm以上の多雨な太平洋側で、ウラ
ジロガシがPRS1,034mm以上の太平洋側
と日本海側で出現確率が高くなる。冬季
降水量（PRW）はウラジロガシで著しく出
現確立を低下させないが、アカガシでは
PRWの多い地域で出現確立を低下させ
る。

確認中 日本全国 S-8研究関連:中尾勝洋・松井
哲哉・田中信行・福嶋司
（2009）. 日本における常緑カ
シ類2種の固体および優占林
の分布を規定する気候条件
森林立地学会誌 森林立地
51, 27～37.

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

C-04 森林・高山
生態系

自然林 ブナ、カバノ
キ、アカシデ、
イヌシデ、エノ
キ、オヒョウ、ケ
ヤキの分布適
域が減少する。

標高が低い山間部や日本南部では、温暖
な地域でのエノキの分布適域を除いて、
ブナ、カバノキ、アカシデ、イヌシデ、エノ
キ、オヒョウ、ケヤキ全ての分布適域が減
少する。

2081-2100 日本全国 S-8研究関連:Higa.M.,
Tsuyama.I., Nakao.K.,
Nakazono.E., Masui.T., &
Tanaka.N. (2011) Influence of
nonclimatic and an
assessment of the impact of
climate change. International
Consortium of Land scape
and Ecological Engineering
and Springer.

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

C-05 森林・高山
生態系

自然林 チシマザサの
分布適域が減
少し、孤立・断
片化した分布
へと変化する。

チシマザサの2081-2100年の潜在分布域
は、低地で減少し、現在の約半分（50.7%）
の面積になると予測される。潜在分布域
のうち、分布適域は、温暖化後、日本海
側の高標高域に分布域が限定され、山脈
や山系ごとに孤立し、断片化した分布を
示す。その面積は、低標高域を中心に縮
小し、現在の21.7%に減少すると予測され
る。

2081-2100 本州東部（静
岡県以東）

S-8研究関連:本州東部にお
けるチシマザサの潜在分布
域の予測と気候変化の影響
評価（2008, 津山ほか）

RCM20 20km
（まず2次メッシュ・約10kmメッシュ
にダウンスケールし、その後3次
メッシュ・約1kmにダウンスケール
してから用いた）

A2 チシマザサの分布を規定する気
候変数と分布域の気候的閾値を
明らかにし、現在と温暖化後の
潜在分布域を予測し、温暖化に
よるチシマザサの分布への影響
を評価。

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

C-06 森林・高山
生態系

自然林 スズタケの分布
適域が減少す
る。

2081-2100年までに、スズタケの適域が
21.3-42.5%減少する。東北の太平洋側、
中部の低地と瀬戸内海の山間部では、暖
かさの指数（W1）の増加による水不足によ
り、スズタケの繁殖が困難になる。

2081-2100 日本全国 S-8研究関連:Tsuyama.I.,
Nakao,K., Matsui.T., Higa.M.,
Hirosawa.M., Kominami.Y., &
Tanaka.N.(2010) Climatic
controls of a kaystone
understory species,
Sasamorpha borealis, and an
impact assessment of
climate change in Japan.
INRA and Springer Science＋
Business Media B.V.

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

項番 大項目 出典
予測される影

響
小項目

確信度の評価に関連する事項

予測時期予測される影響（詳細）

気候予測の手法
脆弱性/環境依存性評価の手

法
予測地域

影響予測評価の手法
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自然生態系

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮
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有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
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的判断

項番 大項目 出典
予測される影

響
小項目

確信度の評価に関連する事項

予測時期予測される影響（詳細）

気候予測の手法
脆弱性/環境依存性評価の手

法
予測地域

影響予測評価の手法

C-07 森林・高山
生態系

自然林 ミヤコザサの分
布適域が減少
する。

2081-2100年までに、暖かさの指数（W1)
の増加により、37.4%のミヤコザサの現在
の生息適域が減少する。また、2081-2100
年までに、西日本の現在の分布適域が消
失する。一方で、北海道や本州東部の標
高が高い地域では、分布地域は維持され
る。

2081-2100 日本全国 S-8研究関連:Tsuyama.I.,
Hirosawa.M., Nakao.K.,
Matsui.T., Kominami.Y., &
Tanaka.N. (2011). Facrtors
determining the distribution
of a keystone understory
taxon,dwarf bamboo of the
section Crassinodi, on a
national scale: applicationto
impact assessment of
climate change in Japan. The
Japanese Forest Society and
Springer.

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

C-08 森林・高山生
態系

人工林

C-09 森林・高山生
態系

里山林 マツ枯れ危険
域が拡大する。

温暖化の進行に伴いマツ枯れ危険域が
拡大する。安定化レベルに関わらず、将
来にわたりマツ枯れ危険域は拡大すると
見込まれる。しかし、GHG安定化濃度が
最も低い450sシナリオでは、今世紀末頃
にその拡大傾向が止まる可能性が見込ま
れる。シナリオにおける全国のマツ枯れ危
険域は、今世紀中頃（2050s)には、約
22%(450s)、約26%(550s)、約28%とシナリオ
間でやや差が現れるが、今世紀末頃
（2090s）には、約27%(450s)、約37%(550s)、
約51%（BaU）に達すると見込まれる。

2020s
2030s
2040s
2050s
2060s
2070s
2080s
2090s

日本全国 S-4第2回報告書 p.21. （2009
年5月、温暖化影響総合予測
プロジェクトチーム）

MIROC3.2-hires 県別：
詳細モデルを用いた多数回シミュ
レーションにより事前に構築した
県別影響関数を用いた分析を
行っている。よって影響関数の入
力気候シナリオの空間解像度とし
ては県別。分野別影響モデルご
とのオリジナルの空間解像度とし
て約1km×約1kmグリッドで実施
し、その多数回シミュレーションの
結果を県別平均してデータベース
化することで影響関数を構築。

BAU:SRES B2
450sシナリオ
550sシナリオ

メッシュ気候値2000の気温デー
タを元に、各メッシュセルについ
て月平均気温が1℃ずつ上昇し
た場合の気温環境を計算。3次
メッシュ植生データを元に、現
在、自然条件化、あるいは人為
的な管理のもとで森林状態が維
持されている場所を、気温条件と
構成樹種次第ではマツ林域と見
なして区分を行う。マツ枯れ危険
度はMB指数をもとに評価を実
施。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

C-10 森林・高山生
態系

野生鳥獣

C-11 森林・高山生
態系

炭素動態

C-12 淡水生態系 湖沼
C-13 淡水生態系 河川 河川環境が変

化する（魚類、
河道内の植生
等への影響）

気候変化による気温の上昇、降水量の変
化、森林や水田・畑地などの流域の環境
の変化等により、河川の流況や土砂・栄
養塩類等の物質の流出が変化することが
予想される。
降水量の変動幅が大きくなることから、異
常洪水や異常渇水が発生し、流量の変動
幅が大きくなるとともに、積雪量や雪解け
時期の変化による流量パターンが変化す
る。また、異常洪水の発生や大規模な洪
水の発生頻度の増加により、土砂・物質
の流出量が増加し、水質（濁度）や河床の
環境に影響を及ぼすことが予想される。
流量パターンの変化は、魚類等のライフ
サイクルに影響を及ぼし、適応が難しい種
は生息数の減少など大きな影響を受ける
ことが予想される。濁度の増加やシルト・
粘土質の堆積による河床環境の変化は、
魚類、底生動物、付着藻類等への影響が
考えられる。また、流況や土砂・物質の流
出の変化は、河道内の植生にも影響を与
え、攪乱の状況等に応じて種の分布が変
わることが考えられる。こうした様々な種
の変化は、種間関係を通じ生態系に対し
さらなる影響を及ぼすことが考えられる。
また、連続性を有する流域の環境の変化
は、外来種の繁殖や新たな種の侵入など
が考えられる。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

C-14 沿岸生態系 サンゴ礁・マ
ングローブ

C-15 沿岸生態系 干潟・藻場
C-16 沿岸生態系 砂浜
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



自然生態系

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

項番 大項目 出典
予測される影

響
小項目

確信度の評価に関連する事項

予測時期予測される影響（詳細）

気候予測の手法
脆弱性/環境依存性評価の手

法
予測地域

影響予測評価の手法

C-17 海洋生態系 亜熱帯・亜寒帯
海域で見られる
春季ブルーム
が早期化する。

中規模渦解像度海洋生態系モデル
COCONEMUROを用いた温暖化予備実験
結果の解析から、温暖化時に亜熱帯と亜
寒帯海域の広範囲な海域において見られ
る10～20日の春季ブルームの早期化は、
経年変動や中規模渦に伴う変動と比べ
て、5 %有意水準で温暖化の影響と見なさ
れることが判明した。また、春季ブルーム
に伴う生物量の増加傾向が見られる海域
が見出された。これは、水温上昇の効果
が、栄養塩低下の効果を一時的に上回る
ために引き起こされていた(年間生物量は
低下する)。ただし、現在及び温暖化状
態、それぞれ10年間の実験データから
は、5 %有意水準で増加が見られる海域は
ごく限られたものであった（Hashioka et al.
3 )）。

二酸化炭素濃
度年1%増加の
条件下での70
～80年目の状
態。

日本周辺の
亜寒帯・亜熱
帯海域

地球温暖化が農林水産業に
及ぼす影響評価と緩和及び
適応技術の開発　483号
p.251-255.(2011年7月　農林
水産省）沖合域における海洋
生態系モデルの高度化
と水産業への温暖化影響評
価技術の開発

COCO.NEMURO
（中規模渦解像度
海洋生態系モデ
ル）

1/4x1/6度グリッド（約18km） 大気中二酸化
炭素濃度2倍
の状態のシナ
リオ

COCO.NEMURO（中規模渦解像
度海洋生態系モデル）による温
暖化予備実験。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

C-18 生物季節・生
物多様性

生物季節

C-19 生物季節・生
物多様性

生物多様性

C-20 その他
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



水災害・沿岸域

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

D-01 河川 洪水 治水安全度が
低下する

各地域における100年後の年最大日降水
量の変化率により、現計画の治水安全度
（治水計画における河川の安全の度合
い）がどの程度低下するか、全国の82推
計の一級河川において試算を行った。治
水安全度は年超過確率（何年に1度の割
合で起こる現象かを表現したもの）で示
し、地域及び現計画の治水安全度別にと
りまとめた。
 200年に1度程度の場合は90～145年に1
度程度、150年に1度程度の場合は22～
100年に1度程度、100年に1度程度の場合
は25～90年に1度程度となり、発生頻度が
高くなった。特に降水量の倍率が大きい
北海道、東北において、発生頻度が高く
治水安全度の低下が大きい。同様に中小
河川においても治水安全度の低下が想定
される。このことから、将来の降水量の増
加により、現計画が目標とする治水安全
度は著しく低下することになり、浸水・氾濫
の危険性が増えることが明らかになった。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-02 河川 洪水 将来、豪雨量
倍率が増加す
る。特に北海
道、東北地方
は倍率が大き
い。

（豪雨量倍率）
近未来においては、後期RCM5の全流域
は豪雨量倍率が1倍を上回り、現在よりも
計画降雨量が増加する。しかし、他モデ
ルでは豪雨量倍率が1倍を下回り、現在よ
りも降雨量が減少する流域が多く存在す
る。将来においては全モデルを通じて、概
ね増加傾向であり、近未来と比較し、将来
の方が増加する。北海道、東北地方は全
国と比較して、いずれのモデル・地点にお
いても豪雨量倍率が大きい。豪雨量倍率
は近未来・将来とも後期RCM5モデルが他
モデルよりも高い値を示す。
（その他、流量倍率、河川整備労力倍率、
氾濫可能性倍率に関する記載あり）

現在：1979～
2003年、
近未来：2015
～2039年、
将来：2075～
2099年

日本全国 気候変動適応策に関する研
究（中間報告）, p.II-131

前期•後期
GCM20、前期•後
期RCM5

GCM20：20km
RCM5：5km

A1B 気候予測モデル値を用いて、日
本全国を16地域に分割し、現在•
近未来•未来の3時点、7種類の
降雨継続時間（1•3•6•12•24•48•72
時間）の上位値•平均値•下位値を
算定。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-03 河川 洪水 洪水氾濫面積
は将来約1,000
～1,200km2に
達する。

低いGHG濃度で安定化させるほど、洪水
氾濫面積がおさえられるが、最も厳しい安
定化レベル（450s）の場合でも、被害が大
幅に増加する。450s, 550s, BaUシナリオ
における全国の氾濫面積は、今世紀中頃
（2050s）まではシナリオ間で大きな差が現
れないが、その後シナリオによって差が現

れ、それぞれ最大で約1000km
2
、約

1100km
2
、約1200km

2
に達する。特に、関

東・甲信越・北陸において氾濫面積が増
加する。

2020s
2030s
2040s
2050s
2060s
2070s
2080s
2090s

日本全国 S-4第2回報告書 p.12-13.
（2009年5月、温暖化影響総
合予測プロジェクトチーム）

MIROC3.2-hires 県別：
詳細モデルを用いた多数回シミュ
レーションにより事前に構築した
県別影響関数を用いた分析を
行っている。よって影響関数の入
力気候シナリオの空間解像度とし
ては県別。分野別影響モデルご
とのオリジナルの空間解像度とし
て約1km×約1kmグリッドで実施
し、その多数回シミュレーションの
結果を県別平均してデータベース
化することで影響関数を構築。

BAU:SRES B2
450sシナリオ
550sシナリオ

現状で50年に1回降るような雨を
100%(基準)として、100%、150%、
200%降雨時の洪水氾濫を日本
全国において1km2分解能でシ
ミュレーションし、面積を県別で
算出。気候変数には、年間で最
大の日降水量を採用。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-04 河川（気候） 洪水 50年後の5年確
率の10分・60分
降雨強度が最
大で1.3～1.4倍
程度に増加す
る。

50年後の5年確率の10分・60分間降雨強
度が、現在より1.1倍程度（50パーセンタイ
ル値（中央値））、最大で1.3～1.4倍程度
（95パーセンタイル値）に増加する。10年
確率の降雨強度についても5年確率の降
雨強度と同様の傾向が示されている。

50年後 日本全国 気候変動適応策に関する研
究（中間報告）, p.II-56

使用していない。 － 過去50年間の
降雨データの
整理・分析に
より予測。

1960年から2009年までの気象庁
による50年間の降雨データを整
理•分析。全57気象台が所有する
最大10分間降雨強度と、最大60
分間降雨強度データを収集し、
50年後の5年確率の降雨強度の
増加率のパーセンタイルを整
理。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-05 河川（気候） 洪水
（豪雨）

年最大降雨量
は増大する地
域もあれば減
少する地域もあ
る。

将来、年最大降水量が増大する地域もあ
れば、減少する地域もあることが確認され
た。また、モデルよってはこの傾向が逆転
する地域も確認された。年最大降雨が将
来増大傾向にあると推定された地域でも、
増大率がモデル毎に大きく異なる地域、
概ね一定の値を示す地域が存在した。

現在：1981～
2000年、
近未来：2031
～2050年、
将来：2081～
2100年

全国 21世紀気候変動予測革新プ
ログラム 超高解像度大気モ
デルによる将来の極端現象
の変化予測に関する研究 平
成23年度研究成果報告書
p.89

RCM（後期実験）,
GCM20

20km A2 日本の一級河川における治水の
ための河川整備の最終的な目標
になる200 年確率、100 年確率と
いった統計的に低頻度の豪雨を
対象に、気候変動下において将
来想定すべき降雨変化の評価を
行った。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-06 沿岸 高潮 海面水位の上
昇と台風の激
化により高潮に
よる危険性が
増大する

台風の激化に伴い、気圧低下により海面
水位が上昇するとともに、風による吹き寄
せや波浪が大きくなる。このため、海面水
位の上昇とあわせて、台風の激化により、
高潮による危険性が増大することが想定
される。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

項番 大項目 小項目 予測される影響（詳細） 予測時期

確信度の評価に関連する事項

予測地域 出典

気候予測の手法
予測される影

響

脆弱性/環境依存性評価の手
法

影響予測評価の手法
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



水災害・沿岸域

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

項番 大項目 小項目 予測される影響（詳細） 予測時期

確信度の評価に関連する事項

予測地域 出典

気候予測の手法
予測される影

響

脆弱性/環境依存性評価の手
法

影響予測評価の手法

D-07 沿岸 高潮 浸水面積は伊
勢湾が最も大
きく、次いで大
阪湾、東京湾
の順。
浸水被害額は
大阪湾が最も
大きく、ついで
伊勢湾、東京
湾の順。

海面が60cm上昇し、台風強度が1.3となっ
たときの高潮による浸水は、東京湾では
西側で、伊勢湾では東側で、大阪湾では
大阪の南側と淀川以西で多く発生する。
浸水面積は伊勢湾が最も大きく、次いで
大阪湾、東京湾の順である。東京湾は海
面上昇0cm、30cmでは台風強度が増加し
ても浸水面積がほとんど増加しないが、
海面上昇60cmでは台風強度に応じて浸
水面積が直線的に増加する。
浸水被害額は、海面上昇の大きさ・台風
強度の大きさによらず、最も大きいのは大
阪湾、次いで伊勢湾、最後に東京湾の順
である。東京湾は海面上昇30cmまでは台
風強度が増加しても被害額がほとんど増
えないが、海面上昇60cmでは台風強度の
増加に伴い被害額が加速度的に上昇す
る。
大阪湾、伊勢湾、東京湾という被害額の
順位に対して浸水面積の順位は伊勢湾、
大阪湾、東京湾であり、これは、伊勢湾が
浸水面積が大きい割に存在する資産が
少なく、大阪湾は浸水面積が小さい割に
存在する資産が大きいためと考えられる。

情報なし。 東京湾
伊勢湾
大阪湾

超波・越流共存時の護岸通
過流量のモデル化と三大湾
高潮浸水被害の地球温暖化
による感度の推定（2011年9
月土木学会論文集,G(環境),
Vol.67.No5)

使用していない。 （湾奥の沿岸海域及び浸水想定
区域（陸上部）では東京湾を
50m、伊勢湾を100m、大阪湾の
淀川以南を25m、以西を50m格子
で近似）

地球温暖化に
よる平均海面
の上昇量を
0cm,30cm,60c
mと想定。

期待越波・越流計算モデルを、
過去の研究で使用した高潮浸水
モデルに組み込み、東京湾、伊
勢湾、大阪湾の奥部において海
面上昇と台風強大化により高潮
浸水の被害がどのように変化す
るかを調べた。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-08 沿岸 高潮 東京湾では海
面上昇が60cm
になると台風強
度の増加に対
して浸水人口
が加速度的に
増加する。

（予測結果のほとんどは上記の文献の内
容と同じ。以下の浸水人口に関する知見
は本文献のみに記載されている。）
伊勢湾と大阪湾では台風強度の増加に
対して浸水人口が直線的に増加する。こ
れに対して東京湾では、海面上昇0cm、
30cmでは台風強度が増加しても浸水面
積はほとんど増えないが、海面上昇が
60cmになると台風強度の増加に対して浸
水人口が加速度的に増加する。海面上昇
量の増大に対して伊勢湾と大阪湾では浸
水人口が概ね等間隔で増加する。これに
対して東京湾では、海面上昇60cmのとき
の浸水人口と海面上昇30cmのときの浸
水人口の差は、海面上昇30cmのときの浸
水人口と海面上昇0cmのときの浸水人口
の差よりも著しく大きい。

情報なし。 東京湾
伊勢湾
大阪湾

鈴木武・柴木秀行（2011）,　超
波・越流共存時の護岸通過
流量のモデル化と三大湾高
潮浸水被害の地球温暖化に
よる感度の推定 国総研研究
報告第46号

使用していない。 （湾奥の沿岸海域及び浸水想定
区域（陸上部）では東京湾を
50m、伊勢湾を100m、大阪湾の
淀川以南を25m、以西を50m格子
で近似）

地球温暖化に
よる平均海面
の上昇量を
0cm,30cm,60c
mと想定。

期待越波・越流計算モデルを、
過去の研究で使用した高潮浸水
モデルに組み込み、東京湾、伊
勢湾、大阪湾の奥部において海
面上昇と台風強大化により高潮
浸水の被害がどのように変化す
るかを調べた。浸水人口は浸水
が発生したメッシュの常住人口
の合算により算定。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-09 沿岸 高潮 浸水被害額10
億円以上等の
リスクの高い地
域は、東京湾、
伊勢湾、大阪
湾、瀬戸内海、
有明・八代海で
ある。

海面上昇が60cm、高潮偏差が1.3倍と
なった場合における高潮による浸水面
積、浸水人口及び浸水被害額の分布を見
ると、浸水面積1ha以上、浸水人口1,000
人以上、浸水被害額10億円以上のリスク
の高い地域は、大きくみて東京湾、伊勢
湾、大阪湾、瀬戸内海および有明・八代
海となる。一方、北陸、東北及び北海道地
方では有意なリスクがみられる場所が少
ない。
また、得られた沿岸域浸水被害関数は、
三大湾や瀬戸内海の被害額が南海・東南
海、東海、茨城、九十九里地域の10倍程
度であることや、東京湾、大阪湾及び瀬
戸内海がT.P.5mまで、茨城、九十九里浜
及び南海・東南海がT.P.10mまで被害額
の増加割合が大きいことを表している。

2100 日本全国
（浸水すると
考えられる地
形をもつ地域
を計算領域と
して設定）

地球温暖化影響を考慮した
高潮浸水被害リスクマップと
沿岸浸水被害関数の作成
（2012年土木学会論文集
B3(海洋開発),Vol.68, No.2,
I_870-I_875

使用していない。 50mメッシュ（標高） A1FI相当 全国の高潮浸水による被害リス
クを、将来の海面上昇と高潮偏
差の増大を外生的に与えて推計
し、その地域分布を表すリスク
マップを作成した。さらに、高潮
や津波による浸水被害ポテン
シャルを把握するため、作成した
浸水被害モデルを使い、陸域が
浸水した場合の被害額を様々な
浸水水位で計算し、浸水水位と
浸水被害額の関係を表す関数を
作成した。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-10 沿岸 高潮 台風の強大化
により砕波帯の
内外に関わら
ず滑動遭遇確
率が増加する。

台風が強大化して沖波波高や高潮偏差
が増大すると仮定すれば、砕波帯外の防
波堤では沖波波高の増大が入射波高の
増大に直接結びつき、砕波帯内の防波堤
では高潮による水深の増加で入射波高が
増加する。したがって、砕波帯の内外に関
わらず滑動遭遇確率は増加する。
（具体的には）台風が強大化して沖波波
高や高潮偏差が平均で1割増加すると、
年滑動確率は1.6～2.8倍に増加する。ま
た、50年間に沖波波高と高潮偏差が1割
増になる速さで台風の強大化が進行した
時の滑動遭遇確率は、台風が強大化しな
い場合の1.2〜1.7倍に増加する。

～50年後 太平洋沿岸と
日本海沿岸

地球温暖化による防波堤の
滑動遭遇確率の変化p.1

使用していない。 － 50年間で平均
海面が0.5m上
昇することを
想定。

信頼性理論に基づいて防波堤の
滑動遭遇確率を試算し、地球温
暖化（海面上昇、台風の強大化）
が防波堤の安全性にもたらす影
響の特徴を調べる。本研究で
は、勾配1/100の直線等深線海
岸に、海岸線に対して30度の角
度で設置された混成堤を想定。
50年確率沖波の波高を8.0m、周
期は13.0s、主波向は海岸線に対
して直角と想定。また、太平洋沿
岸と日本海沿岸の両方を想定
し、これらの典型的な天文潮位
差として2.5mと0.5mを与える。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中
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項番 大項目 小項目 予測される影響（詳細） 予測時期

確信度の評価に関連する事項

予測地域 出典

気候予測の手法
予測される影

響

脆弱性/環境依存性評価の手
法

影響予測評価の手法

D-11 沿岸 高潮 平均海面水位
の上昇により、
磯における防
波堤の滑動発
生率が増加す
る。

水深17m以下の磯では、50年内に平均海
面水位が0.5m上昇した場合、磯における
防波堤の滑動発生率（sliding failure
probability）は1.3～1.4倍になる。磯波帯
以外の場所での変化は小さい。

～2050年 全国 Variation of sliding failure
probability of breakwater
caisson due to global
warming, p.75

使用していない。 － 50年間で平均
海面が7～
45cm上昇する
ことを想定。

なし。 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-12 沿岸 高潮 台風の強大化
により防波堤の
滑動発生率が
増加、波高と潮
汐異常の上昇
によりケーソン
の損壊確率が
増加する。

台風が10%強大化することで防波堤の滑
動発生率（sliding failure probability）が1.6
～2.8倍に増加する。また、50年以内に波
高と潮汐異常が平均で10%上昇すると、
ケーソンの損壊確率（failure probability）
が1.2～1.7倍に増加する。

～2050年 全国 Variation of sliding failure
probability of breakwater
caisson due to global
warming, p.77

使用していない。 50年間で平均
海面が7～
45cm上昇する
ことを想定。

なし。 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-13 沿岸 高潮 高潮による背
後地への浸水
被害の増大

ＩＰＣＣの予測のとおり仮に海面水位が
59cm 上昇した場合を想定すると、三大湾
のゼロメートル地帯の面積及び人口は約
５割増加することとなり、高潮等の災害リ
スクは更に増大することとなる。この災害
リスクを具体的に把握するため、不測の
事態で水門や護岸が破壊された前提で、
地球温暖化により海面水位が60cm 上昇
したと仮定し、我が国に上陸した最大規模
の台風が東京湾、大阪湾を通過した場合
の港湾背後の高潮浸水被害を試算した結
果によると、数十兆円規模の資産被害が
予測されている。また、ハリケーン・カト
リーナによる災害で明らかとなったよう
に、ゼロメートル地帯において高潮浸水が
発生した場合、浸水深が大きいため避難
が困難であり、また海面下の土地であるこ
とから自然排水も期待できないことから湛
水が長期化することも想定される。このよ
うに、地球温暖化による海面水位の上昇
を考慮すると、今後ゼロメートル地帯にお
いては高潮等による災害リスクが増大す
るものと考えられる。
一方、海面水位の上昇、台風の強大化に
より、瀬戸内海における高潮時の潮位が
上昇し、これにより海岸保全施設等の設
計高潮位を超える潮位の発生確率が著し
く高まるといった数値予測による研究成果
も発表されており、三大湾以外の地域でも
高潮浸水被害が頻発する恐れがある。

2100年 三大湾
瀬戸内海

地球温暖化に起因する気候
変動に対する港湾政策にあり
方（答申）（平成21年3月）P4

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-14 沿岸 高潮 港湾機能への
支障

台風の強大化等により波高や周期が増大
し、想定外の高潮位が発生すると消波工
の効果が低減し、防波堤等の港湾施設に
被害が及ぶ可能性が高い。港口からの進
入波や越波等により静穏度が低下し、係
留中の船舶の動揺問題が頻発する恐れ
もある。また、気象擾乱が発生していない
場合であっても、海面水位の上昇により、
橋梁の桁下空間が減少して船舶航行の
支障となることに加えて、高潮防護ライン
（以下、「防護ライン」という。）の外側に存
在する物揚場等の天端高が低い係留施
設や荷さばき地等が水没・浸水し、港湾機
能に著しい支障をきたすことが懸念され
る。更に、我が国の臨海部の市町村は全
国の工業出荷額の45％を占め、またエネ
ルギー供給・貯留機能や高度な技術に立
脚した基幹的な産業が集積していること
から、これらの生産機能が高潮等によっ
て被災すると、我が国経済の停滞を招く
ばかりか、世界市場へのハイテク製品の
安定供給の支障が懸念される。また、台
風の強大化により風力が増大すると荷役
機械の安全性の低下が生ずることも考え
られる。

2100年 全国 地球温暖化に起因する気候
変動に対する港湾政策にあり
方（答申）（平成21年3月）P5

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中
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項番 大項目 小項目 予測される影響（詳細） 予測時期

確信度の評価に関連する事項

予測地域 出典

気候予測の手法
予測される影

響

脆弱性/環境依存性評価の手
法

影響予測評価の手法

D-15 沿岸 海面上昇 海面上昇により
砕波帯内の防
波堤において
滑動遭遇確率
が増加する。

平均海面が上昇すると、砕波帯内の防波
堤では、入射波高が増加するので滑動遭
遇確率は増加する。砕波帯外の防波堤で
は、それ以上に入射波高が増加しないの
で、滑動遭遇確率はほとんど変化しない。
（具体的には）設置水深10mの防波堤の
年滑動確率は、0.5mの海面上昇によっ
て、2倍に増加する。これに対して、設置
水深が17.5m以上の防波堤では、設置水
深の増加に伴ってケーソンの高さが高くな
るので浮力増大の影響は小さく、また、海
面が上昇しても入射波高はそれ以上大き
くなることはない。そのため、年滑動確率
はほとんど変化しない。50年間で平均海
面が0.5m上昇するシナリオを想定した場
合、設置水深10mの防波堤の滑動遭遇確
率は海面上昇が全くない場合の1.3～1.4
倍になる。これに対し設置水深20mの防
波堤では平均海面の上昇の影響をほとん
ど受けない。

～50年後 太平洋沿岸と
日本海沿岸

地球温暖化による防波堤の
滑動遭遇確率の変化p.1

使用していない。 － 周辺海域で観
測された観測
データに基づ
き予測を実
施。

信頼性理論に基づいて防波堤の
滑動遭遇確率を試算し、地球温
暖化（海面上昇、台風の強大化）
が防波堤の安全性にもたらす影
響の特徴を調べる。本研究で
は、勾配1/100の直線等深線海
岸に、海岸線に対して30度の角
度で設置された混成堤を想定。
50年確率沖波の波高を8.0m、周
期は13.0s、主波向は海岸線に対
して直角と想定。また、太平洋沿
岸と日本海沿岸の両方を想定
し、これらの典型的な天文潮位
差として2.5mと0.5mを与える。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-16 沿岸 海面上昇 西日本、最大
湾で海面が上
昇する。

シナリオ別の2090sにおける海面上昇値
は0.15m(450s)、0.19m(550s)、0.24m(BaU)
と見積もられる。

2020s
2030s
2040s
2050s
2060s
2070s
2080s
2090s

西日本、三大
湾

S-4第2回報告書 p.27-29.
（2009年5月、温暖化影響総
合予測プロジェクトチーム）

MIROC3.2-hires 県別：
詳細モデルを用いた多数回シミュ
レーションにより事前に構築した
県別影響関数を用いた分析を
行っている。よって影響関数の入
力気候シナリオの空間解像度とし
ては県別。影響関数作成時の多
数回シミュレーションについては、
分野別影響モデルごとのオリジナ
ルの空間解像度で実施し、その
多数回シミュレーションの結果を
県別平均してデータベース化する
ことで影響関数を構築。

BAU:SRES B2
450sシナリオ
550sシナリオ

高潮防護施設をモデル化して組
み込んだ高潮浸水モデルを用
い、台風強度と海面上昇量を変
化させて高潮浸水計算を多数
行った結果から得られた浸水人
口、浸水面積、浸水被害コストの
影響関数と統合評価モデルで推
計された安定化レベル別の海面
上昇シナリオを組み合わせて、
西日本と三大湾の浸水人口・面
積・被害額を推計。台風の強度
は1990年を1として、2100年に1.3
に達するように線形に変化させ
ている。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-17 沿岸 海面上昇 高潮による背
後地への浸水
被害の増大

ＩＰＣＣの予測のとおり仮に海面水位が
59cm 上昇した場合を想定すると、三大湾
のゼロメートル地帯の面積及び人口は約
５割増加することとなり、高潮等の災害リ
スクは更に増大することとなる。この災害
リスクを具体的に把握するため、不測の
事態で水門や護岸が破壊された前提で、
地球温暖化により海面水位が60cm 上昇
したと仮定し、我が国に上陸した最大規模
の台風が東京湾、大阪湾を通過した場合
の港湾背後の高潮浸水被害を試算した結
果によると、数十兆円規模の資産被害が
予測されている。また、ハリケーン・カト
リーナによる災害で明らかとなったよう
に、ゼロメートル地帯において高潮浸水が
発生した場合、浸水深が大きいため避難
が困難であり、また海面下の土地であるこ
とから自然排水も期待できないことから湛
水が長期化することも想定される。このよ
うに、地球温暖化による海面水位の上昇
を考慮すると、今後ゼロメートル地帯にお
いては高潮等による災害リスクが増大す
るものと考えられる。
一方、海面水位の上昇、台風の強大化に
より、瀬戸内海における高潮時の潮位が
上昇し、これにより海岸保全施設等の設
計高潮位を超える潮位の発生確率が著し
く高まるといった数値予測による研究成果
も発表されており、三大湾以外の地域でも
高潮浸水被害が頻発する恐れがある。

2100年 三大湾
瀬戸内海

地球温暖化に起因する気候
変動に対する港湾政策にあり
方（答申）（平成21年3月）P4

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中
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平成26年１月20日時点

※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。
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D-18 沿岸 海面上昇 港湾機能への
支障

台風の強大化等により波高や周期が増大
し、想定外の高潮位が発生すると消波工
の効果が低減し、防波堤等の港湾施設に
被害が及ぶ可能性が高い。港口からの進
入波や越波等により静穏度が低下し、係
留中の船舶の動揺問題が頻発する恐れ
もある。また、気象擾乱が発生していない
場合であっても、海面水位の上昇により、
橋梁の桁下空間が減少して船舶航行の
支障となることに加えて、高潮防護ライン
（以下、「防護ライン」という。）の外側に存
在する物揚場等の天端高が低い係留施
設や荷さばき地等が水没・浸水し、港湾機
能に著しい支障をきたすことが懸念され
る。更に、我が国の臨海部の市町村は全
国の工業出荷額の45％を占め、またエネ
ルギー供給・貯留機能や高度な技術に立
脚した基幹的な産業が集積していること
から、これらの生産機能が高潮等によっ
て被災すると、我が国経済の停滞を招く
ばかりか、世界市場へのハイテク製品の
安定供給の支障が懸念される。また、台
風の強大化により風力が増大すると荷役
機械の安全性の低下が生ずることも考え
られる。

2100年 全国 地球温暖化に起因する気候
変動に対する港湾政策にあり
方（答申）（平成21年3月）P5

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-19 沿岸 海面上昇 背後地への浸
水被害の増大

東京湾を対象にした検討においては、地
球温暖化後のシナリオでは、現在気候に
比べ最大浸水面積が2.9倍、浸水量が7.4
倍となった。同様に、伊勢湾では最大浸水
面積が6.2倍、浸水量が17.0倍となった。

2100年 東京湾
伊勢湾

海岸保全施設の更新等に合
わせた地球温暖化適応策検
討マニュアル（案）（平成23年
6月）P22,23

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-20 沿岸 海岸侵食 仙台、新潟、鹿
島崎、高知、宮
崎の5海岸にお
いて、汀線が後
退する。

仙台、新潟、鹿島崎、高知、宮崎の5海岸
いずれにおいても、2100年までに汀線が
10m以上後退する。

～2100 5海岸（仙台、
新潟、鹿島
崎、高知、宮
崎）

S-8研究関連:吉田惇・有働恵
子・真野明（2012), 日本の5海
岸における過去の長期汀線
変化特性と気候変動による
将来の汀線変化予測 土木学
会論文集B2 Vol.68,No.2,
I_1246-I_1250

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-21 沿岸 海岸侵食 海面の上昇と
波高の長期変
化によって汀線
が後退する。

Bruun則を用いて日本全国の侵食量分布
を推定した結果、対象海岸における推定
後退量は7.8～68.1mとなる。推定対象とし
た海岸の平均侵食量は25mで、対象海岸
のうち半数以上の海岸で20mをこえる汀
線が後退する。

2081～2100 日本全国 S-8研究関連:須川太一・有働
恵子・三村信男・真野明
（2011), 海面上昇に伴う全国
砂浜侵食量の推定　土木学
会論文集B2 Vol.67, No2,
I_1196-I_1200

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-22 沿岸 海岸侵食 海面上昇により
砂浜が喪失さ
れる。

450sにおける海面上昇による砂浜の喪失
面積は今世紀末頃（2090s）まで増加し続
け、約29%の砂浜が喪失し、550sでは約
37%、BaUでは約47%喪失する。

2020s
2030s
2040s
2050s
2060s
2070s
2080s
2090s

日本全国 S-4第2回報告書 p.25-26.
（2009年5月、温暖化影響総
合予測プロジェクトチーム）

MIROC3.2-hires 県別：
詳細モデルを用いた多数回シミュ
レーションにより事前に構築した
県別影響関数を用いた分析を
行っている。よって影響関数の入
力気候シナリオの空間解像度とし
ては県別。影響関数作成時の多
数回シミュレーションについては、
分野別影響モデルごとのオリジナ
ルの空間解像度で実施し、その
多数回シミュレーションの結果を
県別平均してデータベース化する
ことで影響関数を構築。

BAU:SRES B2
450sシナリオ
550sシナリオ

三村ら（1994）に基づき、海面上
昇量と侵食面積の関係を求め、
将来の海面上昇量を与えて、侵
食される砂浜面積を県別に推
定。また、TCM(Travel cost
method)により砂浜利用1回あた
りのレクリエーション価値を計
測、砂浜1m2あたりの貨幣評価
原単位を算出し、これを喪失面
積に乗じて砂浜喪失被害コストを
算出。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。
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D-23 沿岸 海岸侵食 海岸侵食の進
行

我が国の海岸線では海岸侵食が進行し
ており、毎年160ha の砂浜等が消失して
いると試算されている。この結果、海辺の
良好な環境が損なわれ、海辺の利用に影
響が生じているだけでなく、砂浜による波
浪や高潮の低減効果が失われることによ
る背後地への越波流量の増大や海岸保
全施設への被害が生じている。このため、
潜堤せんていと養浜とを組み合わせた面
的防護方式や、事業間連携等により航路
や河道浚渫土砂を養浜に活用し、土砂収
支バランスを保つサンドバイパス等の手
法による侵食対策を海岸事業として実施
している。
一方で、仮に海面が１m 上昇すれば、我
が国の砂浜の約９割が消失するという試
算もある。この場合、我が国の国土保全
や生物生息環境上貴重な空間である干
潟が消失するなど、生態系にも極めて重
大な影響を及ぼすことが懸念される。

日本全国 地球温暖化に起因する気候
変動に対する港湾政策にあり
方（答申）（平成21年3月）P5

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-24 山地 土石流・地す
べり等

土石流等が激
化する。

気候変化による影響は、降水量の時間
的、空間的変化をもたらし、土石流、地す
べり等の土砂災害の誘因となる短時間雨
量や総雨量の増加を生じさせることが考
えられる。また、現時点では不明確な部分
が多いが、土砂災害の素因となる表層の
風化を進展させ、山地斜面の植生を変化
させることも考えられる。
土砂災害に対して想定される影響として
は、発生頻度の増加、発生時期の変化、
発生規模の増大などが考えられる。発生
頻度の増加の結果としては、崩壊発生分
布域の拡大や土砂災害危険箇所以外で
の発生が考えられ、同時多発的な土砂災
害の増加も考えられる。特に、これまで大
雨が少なかった地域で想定を超える降雨
が発生した場合は、激甚な土砂災害が発
生する恐れがある。発生時期の変化の結
果としては、降雨の降り始めから崩壊発
生までの時間が短縮化し、避難を必要と
するまでの時間が短くなることが考えられ
る。発生規模の増大の結果としては、深
層崩壊の発生頻度の増加等による崩壊
土砂量の増大や、土石流等の到達範囲
の拡大が想定される。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-25 山地 土石流・地す
べり等

日本列島北部
は斜面崩壊発
生確率が著しく
増加する。

1)日本列島北部は斜面崩壊発生確率が
著しく増加する。2)現在も高発生確率の新
潟県，富山県，静岡県，徳島県，高知県，
宮崎県は，更に発生確率上昇が見込まれ
る。3)GHG濃度安定化の評価より，緩和
策だけで温暖化による発生確率増加を十
分に低減できないことが見込まれる。

2081～2100年 日本全国 S-8研究関連:川越清樹・肱岡
靖明・高橋潔（2010）, 温暖化
政策支援モデルを用いた気
候変動に対する斜面崩壊影
響評価

確認中 確認中 確認中 確認中 あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

D-26 山地 土石流・地す
べり等

朝日から飯田
にかけての西
部の山脈、魚
沼丘陵の北西
部、三国山脈
の北西部、飛
騨山脈の北部
で土砂災害発
生確率が高くな
る。

50m解像度（R50）、1km解像度（R1000)の
マップ両方で、朝日から飯田にかけての
西部の山脈、魚沼丘陵の北西部、三国山
脈の北西部、飛騨山脈の北部で土砂災
害発生確率が80%以上となる。R50では、
越後平野・朝日岳、津川市・阿賀野川、弥
彦・角田山脈、笹ヶ原高原で70％以上の
土砂災害発生確率になる一方で、R1000
では、40%の土砂災害発生確率となる。

確認中 確認中 S-8研究関連:Kawagoe.S.,
Kazama.S., Sarukkalige.P.R.
(2010) Probabilistic modeling
of rainfall induces landslide
hazard assessment. Hydrol.
Earth Syst.Sci.,14.1047-1061.

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-27 山地 土石流・地す
べり等

斜面崩壊発生
確率が増加す
る。

降雨強度の増大と強い雨の頻度の増加
により、斜面崩壊発生確率が増加する。
低いGHG濃度で安定させるほど、斜面崩
壊発生確率が低下する。最も厳しい安定
化(450s)の場合では、斜面崩壊確立が頭
打ちとなる。450s、550s、BaUシナリオにお
ける全国の斜面崩壊発生確率は、2050s
まではシナリオ間で大きな差が現れない
が、2090sまでには発生確率に差が現れ、
それぞれ約4%、約5%、約6%増加する。北
海道・東北地方はシナリオに依らず発生
確率が増加するが、関東・甲信越・北陸地
方では年代によって発生確率が大きく変
動する。

2020s
2030s
2040s
2050s
2060s
2070s
2080s
2090s

日本全国 S-4第2回報告書 p.14-16.
（2009年5月、温暖化影響総
合予測プロジェクトチーム）

MIROC3.2-hires 県別：
詳細モデルを用いた多数回シミュ
レーションにより事前に構築した
県別影響関数を用いた分析を
行っている。よって影響関数の入
力気候シナリオの空間解像度とし
ては県別。分野別影響モデルご
とのオリジナルの空間解像度とし
て約1km×約1kmグリッドで実施
し、その多数回シミュレーションの
結果を県別平均してデータベース
化することで影響関数を構築。

BAU:SRES B2
450sシナリオ
550sシナリオ

土砂災害リスクは斜面崩壊の原
因となる地形、地質、降雨量を含
む水文的な条件を用いた多重ロ
ジスティック回帰分析により構成
される斜面崩壊確立モデルによ
り推計。経済損失額は、「経済損
失額」＝「経済価値(経済原単
位）」×「土地利用の規模(面積)」
×「斜面崩壊発生確率」による推
計。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中
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平成26年１月20日時点

※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。
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D-28 その他 国土・社会へ
の影響

上流域におけ
る渇水被害、土
砂災害、高潮
災害等の影響
（国土・社会へ
の影響）

上流域では、過疎化、高齢化が進む中山
間地域において、管理の放棄等により森
林の荒廃が進む中で、降水量や短時間降
雨強度の増加、台風の激化等により、土
砂災害や風倒木災害の増大が想定され
る。土砂災害では、発生頻度の増加、発
生時期の変化、発生規模の増大などによ
る直接的な被害の増加が想定される。
土砂災害による被害の増加は、地域外へ
の転出者の増加、限界集落の出現、さら
にはコミュニティの崩壊など、過疎化、高
齢化が進む中山間地域において大きな打
撃となる。
また、土砂流出が増大することにより、下
流の洪水調節施設での堆砂が進み、治
水・利水機能に支障が生じるとともに、河
道での著しい堆積が発生し、洪水の流下
阻害による治水安全度の低下が想定され
る。加えて、土砂流出の増加による濁水
の長期化も想定される。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-29 その他 国土・社会へ
の影響

中流域におけ
る渇水被害、土
砂災害、高潮
災害等の影響
（国土・社会へ
の影響）

中流域では、山間部から扇状地が広がる
地域において、降水量や短時間降雨強度
の増加、上流部からの洪水や土砂流出の
増加等により、堤防決壊等による氾濫や
浸水頻度の増加が想定される。これらの
地域は、築堤により洪水氾濫からの安全
を確保してきた地域であり、氾濫域の土地
利用は農地から宅地などへと変化してい
る。こうした中で、遊水機能や氾濫戻し機
能を有する霞堤も近年の土地利用の変化
から開口部が閉じられてきた。扇状地で
の堤防決壊等による氾濫は、氾濫流が広
がる拡散型となることが多く、広域に被害
が生じる。急勾配河川では、多量な土砂
を含む氾濫水が土石流のように大きなエ
ネルギーをもって家屋等を押し流し、壊滅
的な被害が生じる。また、洪水の頻発や
規模の増大、土砂流出の増加は河床の
安定性を低下させることから、橋梁などの
施設災害を引き起こすだけでなく堤防決
壊等によるさらなる氾濫の増加につなが
る。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-30 その他 国土・社会へ
の影響

中流域におけ
る渇水被害、土
砂災害、高潮
災害等の影響
（国土・社会へ
の影響）

堤防決壊等による氾濫は、地方の中核都
市や工業団地、水田や地域の特産物を産
出する農地などに対して被害形態を変え
ながら、さらに下流部へと広がっていく。地
域の活性化が課題となっている中で、水
害による地域の競争力や活力の低下は、
地域経済に大きな影響を与える。一方、
気温上昇による大幅な積雪の減少と融雪
時期の早まりは、河川流量の減少によっ
て代かきなどの農業用水に大きな影響が
生じるなど、水資源を融雪に依存する中
流域では、春先以降の水利用に支障を生
ずることが懸念される。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-31 その他 国土・社会へ
の影響

下流域におけ
る渇水被害、土
砂災害、高潮
災害等の影響
（国土・社会へ
の影響）

下流域・海岸域では、低平地やゼロメート
ル地帯が広がる地域において、降水量や
短時間降雨強度の増加、海面水位の上
昇、台風の激化、中流部からの洪水や氾
濫水による影響等により、堤防決壊等に
よる氾濫や浸水頻度の増加が想定され
る。低平地やゼロメートル地帯では、市街
化の進展により流出量が増加している上
に、排水が困難であることから、洪水や高
潮による外水や内水の氾濫による浸水が
長時間に及ぶことが想定される。
特に三大湾のゼロメートル地帯において
は、平均海面水位がIPCC第4次評価報告
書の予測上限値である59cm 上昇すると
仮定した場合、海面水位以下となる面積、
人口が約5割増加すると予想されており、
高潮等による被害は増大する。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



水災害・沿岸域

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

項番 大項目 小項目 予測される影響（詳細） 予測時期

確信度の評価に関連する事項

予測地域 出典

気候予測の手法
予測される影

響

脆弱性/環境依存性評価の手
法

影響予測評価の手法

D-32 その他 国土・社会へ
の影響

下流域におけ
る渇水被害、土
砂災害、高潮
災害等の影響
（国土・社会へ
の影響）

下流域・海岸域には人口、資産が集積し
ていることが多く、特に三大都市圏におい
ては、社会経済活動の中枢機能が集積し
ていることから、水害や高潮災害等は国
民の生命・財産への影響のみならず、国
家機能の麻痺や国際競争力の低下につ
ながることが懸念される。
また、海岸域では現時点でも供給土砂量
の減少により海岸侵食が進行していると
ころもある中で、さらなる海面水位の上昇
や台風の激化により、砂浜の消失など海
岸侵食の増加が想定される。30cm の海
面水位の上昇により、我が国の砂浜の約
６割が消失するとの予測もある。
このように、海面水位の上昇や台風の激
化などによる影響は、国土保全の観点か
ら大きな支障となる。
気候変化による渇水が、人口等が集積し
ている下流域・海岸域で発生した場合に
は、都市用水等に深刻な影響を与え、都
市機能や生産活動の著しい低下等を招く
ことが懸念される。さらに、海面上昇によ
る塩水の遡上域の拡大や地下水の塩水
化により、河川水や地下水の取水への影
響も懸念される。

確認中 確認中 水災害分野における地球温
暖化に伴う気候変化への適
応策のあり方について（答申）
（平成20年6月、社会資本整
備審議会）

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

D-33 その他 国土・社会へ
の影響

高潮による背
後地への浸水
被害の増大

ＩＰＣＣの予測のとおり仮に海面水位が
59cm 上昇した場合を想定すると、三大湾
のゼロメートル地帯の面積及び人口は約
５割増加することとなり、高潮等の災害リ
スクは更に増大することとなる。この災害
リスクを具体的に把握するため、不測の
事態で水門や護岸が破壊された前提で、
地球温暖化により海面水位が60cm 上昇
したと仮定し、我が国に上陸した最大規模
の台風が東京湾、大阪湾を通過した場合
の港湾背後の高潮浸水被害を試算した結
果によると、数十兆円規模の資産被害が
予測されている。また、ハリケーン・カト
リーナによる災害で明らかとなったよう
に、ゼロメートル地帯において高潮浸水が
発生した場合、浸水深が大きいため避難
が困難であり、また海面下の土地であるこ
とから自然排水も期待できないことから湛
水が長期化することも想定される。このよ
うに、地球温暖化による海面水位の上昇
を考慮すると、今後ゼロメートル地帯にお
いては高潮等による災害リスクが増大す
るものと考えられる。
一方、海面水位の上昇、台風の強大化に
より、瀬戸内海における高潮時の潮位が
上昇し、これにより海岸保全施設等の設
計高潮位を超える潮位の発生確率が著し
く高まるといった数値予測による研究成果
も発表されており、三大湾以外の地域でも
高潮浸水被害が頻発する恐れがある。

2100年 三大湾
瀬戸内海

地球温暖化に起因する気候
変動に対する港湾政策にあり
方（答申）（平成21年3月）P4

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



水災害・沿岸域

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

項番 大項目 小項目 予測される影響（詳細） 予測時期

確信度の評価に関連する事項

予測地域 出典

気候予測の手法
予測される影

響

脆弱性/環境依存性評価の手
法

影響予測評価の手法

D-34 その他 国土・社会へ
の影響

港湾機能への
支障

台風の強大化等により波高や周期が増大
し、想定外の高潮位が発生すると消波工
の効果が低減し、防波堤等の港湾施設に
被害が及ぶ可能性が高い。港口からの進
入波や越波等により静穏度が低下し、係
留中の船舶の動揺問題が頻発する恐れ
もある。また、気象擾乱が発生していない
場合であっても、海面水位の上昇により、
橋梁の桁下空間が減少して船舶航行の
支障となることに加えて、高潮防護ライン
（以下、「防護ライン」という。）の外側に存
在する物揚場等の天端高が低い係留施
設や荷さばき地等が水没・浸水し、港湾機
能に著しい支障をきたすことが懸念され
る。更に、我が国の臨海部の市町村は全
国の工業出荷額の45％を占め、またエネ
ルギー供給・貯留機能や高度な技術に立
脚した基幹的な産業が集積していること
から、これらの生産機能が高潮等によっ
て被災すると、我が国経済の停滞を招く
ばかりか、世界市場へのハイテク製品の
安定供給の支障が懸念される。また、台
風の強大化により風力が増大すると荷役
機械の安全性の低下が生ずることも考え
られる。

2100年 全国 地球温暖化に起因する気候
変動に対する港湾政策にあり
方（答申）（平成21年3月）P5

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中
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平成26年１月20日時点

※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



健康

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

E-01 温暖化 冬季死亡率
の低下

低気温関連死
亡の占める割
合が全国的に
減少する

2030年代の冬季の平均気温は2000年代
よりも上昇し、低気温関連死亡の占める
割合は全国的に減少する。一方で影響を
最も大きく受ける高齢者が増加するため、
低気温関連死亡数自体は増加する。超過
死亡数は都市部で顕著にみられる。

2030年代 全国及び関
東

平成24年度　大気環境物質
のためのシームレス同化シス
テムの構築とその応用
（SALAS）報告書 (気候変動
適応研究推進プログラム：
RECCA)

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

E-02 暑熱 熱中症
E-03 暑熱 睡眠障害 就寝中の室内

最高気温の上
昇が覚醒を増
加させる。

就寝中の室内最高気温と中途覚醒の関
係を見ると、室内の最高気温で30℃以上
になると約3割以上が就寝中に覚醒してい
る。また、同じ室内温度であれば冷房を利
用している場合のほうが、覚醒割合が高く
なっている。

気温の上昇程
度を指標にし
て予測。

東京、大阪、
福岡

平成20年度　ヒートアイランド
対策の環境影響等に関する
調査業務p.43-48. （社団法人
環境情報科学センター）

使用していない。 － 使用していな
い。

夏季（8月）と秋季（10月）に東
京、大阪、福岡の各都市で各80
名、計240名を対象に、対象者の
寝室の気温・湿度を測定するとと
もに、睡眠感に関するアンケート
調査を実施。2007年と2008年の
データを統合して、中途覚醒の
解析を実施。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

E-04 暑熱 睡眠障害 就寝中の屋外
最低気温が
25℃を越えると
約4人に1人の
割合で覚醒す
る。

就寝中の屋外平均気温が高くなるにつれ
て就寝中に冷房を使用する割合が高く
なっており、夜間の気温上昇が冷房利用
を増加させることがわかる。冷房を使用し
ていない場合には屋外平均の上昇ととと
もに覚醒割合が単調に増加するものの、
冷房を使用している場合には屋外気温に
より覚醒割合は屋外平均気温で27℃で約
4 割と最も多くなり、屋外気温が28℃以上
になると逆に覚醒割合が低下する傾向を
示している。
「熱帯夜」の指標となる屋外最低気温で覚
醒割合との関係を見ると、冷房利用の有
無を含めた全データで、就寝中の屋外最
低気温が25℃を越えるとおおよそ4 人に1
人の割合で覚醒している。

気温の上昇程
度を指標にし
て予測。

東京、大阪、
福岡

平成20年度　ヒートアイランド
対策の環境影響等に関する
調査業務p.43-48. （社団法人
環境情報科学センター）

使用していない。 － 使用していな
い。

夏季（8月）と秋季（10月）に東
京、大阪、福岡の各都市で各80
名、計240名を対象に、対象者の
寝室の気温・湿度を測定するとと
もに、睡眠感に関するアンケート
調査を実施。2007年と2008年の
データを統合して、中途覚醒の
解析を実施。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

E-05 暑熱 睡眠障害 冷房を使用して
いないと覚醒割
合は増加する。

冷房を使用していない場合には就寝中の
屋外平均気温と室内平均気温の相関が
強く、覚醒する割合も単調に増加する。一
方、冷房を使用している場合には屋外気
温の上昇に対する室内気温の変化は明
確でなく、覚醒割合は屋外平均気温28℃
以上で低下する傾向にある。冷房を使用
している場合には、就寝中屋外平均気温
が28℃以上になると冷房の使用時間が著
しく増加するが、冷房使用時間が長くなる
ことによって冷房運転の切断が尐なくな
り、就寝中の室内気温の変化が抑制され
ることが覚醒割合の低下に影響している
ためと考えられる。

考慮していな
い。（将来予測
ではなくアン
ケートによる実
態調査）

東京、大阪、
福岡

平成20年度　ヒートアイランド
対策の環境影響等に関する
調査業務p.43-48. （社団法人
環境情報科学センター）

使用していない。 － 使用していな
い。

夏季（8月）と秋季（10月）に東
京、大阪、福岡の各都市で各80
名、計240名を対象に、対象者の
寝室の気温・湿度を測定するとと
もに、睡眠感に関するアンケート
調査を実施。2007年と2008年の
データを統合して、中途覚醒の
解析を実施。

なし。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

E-06 暑熱 死亡 超過死亡数は
PM2.5濃度の高
い都道府県で
顕著に増加す
る。

2030年代の都道府県別の夏季および冬

季のPM2.5のカットオフ値（15μg/m
3
）を超

えた場合の超過死亡数は、RCP4.5のシナ
リオではPM2.5濃度が減少しているにも関
わらず、人口の多い都市部での死亡数は
不変～微増する。PM2.5濃度が2000年代
と同程度のSRES A-1シナリオでは超過死
亡数は濃度の高い都道府県で2000年代
に比べて著明に増加する。

2030年代 全国（都道府
県別）

平成24年度　大気環境物質
のためのシームレス同化シス
テムの構築とその応用
（SALAS）報告書 (気候変動
適応研究推進プログラム：
RECCA)

NICAM 情報あり（整理中）。 RCP4.5及び
SRES-A1

NICAM-SPRINTARSモデルによ
る1970年代、2000年代、2030年
代のPM2.5の分布情報を用い
て、都道府県別のPM2.5による超
過死亡を推定した。

確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中 確認中

E-07 暑熱 死亡 熱ストレスによ
る死亡リスクは
今世紀末には
約2.1～3.7倍に
増加する。

最も厳しい安定化レベル（450s）の場合に
は、死亡リスクの増加速度が今世紀末に
向かって徐々に低下する。450s, 550s,
BaUシナリオで比較すると、今世紀中頃
（2050s)には、約1.8倍、約2.1倍、約2.2倍
と比較的小さな差にとどまるが、今世紀末
（2090s）には安定化レベルによって死亡リ
スクに大きな差が現れ、それぞれ約2.1
倍、約2.8倍、約3.7倍に達する。中国・四
国・九州地方がいずれの安定化レベルに
おいても最も高いリスク変化（BaUで約7
倍）を生じる。

2020s
2030s
2040s
2050s
2060s
2070s
2080s
2090s

日本全国 S-4第2回報告書 p.30-32.
（2009年5月、温暖化影響総
合予測プロジェクトチーム）

MIROC3.2-hires 県別：
詳細モデルを用いた多数回シミュ
レーションにより事前に構築した
県別影響関数を用いた分析を
行っている。よって影響関数の入
力気候シナリオの空間解像度とし
ては県別。分野別影響モデルご
とのオリジナルの空間解像度とし
て約1km×約1kmグリッドで実施
し、その多数回シミュレーションの
結果を県別平均してデータベース
化することで影響関数を構築。

BAU:SRES B2
450sシナリオ
550sシナリオ

熱ストレス推計モデルと至適気
温以上の気湿分布の変化から、
一人の人間が一年間に熱ストレ
スにより死亡する確率を推計し、
その変化率をシナリオ間で比
較。基準期間(1981～2000年)の
熱ストレス死亡リスクについては
同20年間の日最高気温データを
用いて推計。将来については基
準期間20年間の日最高気温
データに一律に年平均気温変化
を足し合わせることで推計。

あり。 確認中 考慮して
いない。

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

E-08 感染症 水系感染症
E-09 感染症 蚊媒介感染
E-10 感染症 マラリア・寄生

虫症
E-11 感染症 節足動物媒

介性感染症
E-12 その他

出典

気候予測の手法 影響予測評価の手法
脆弱性/環境依存性評価の手

法
予測時期大項目 予測地域小項目

予測される影
響

確信度の評価に関連する事項

項番 予測される影響（詳細）
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



産業・経済活動

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

F-01 製造業
F-02 エネルギー 関東以西では

1℃気温が上昇
すると1～2%程
度のエネル
ギー消費の増
加が見込まれ
る

民生（業務）部門では、関東、東海、関
西、九州の4地域ともに17～18℃付近を境
に、エネルギー消費量が増加するVの字
型をしている。夏季の気温感応度は大き
く、4地域で気温が1度上昇すると4％程度
のエネルギー消費量の増加が見込まれ
る。通年で1℃気温が上昇した場合の影
響は、それぞれの地域で1～2％程度のエ
ネルギー消費量の増加が見込まれ、西に
いくにしたがいその割合は高くなる傾向が
見られる。

気温の上昇程
度を指標にし
て予測。

関東、東海、
関西、九州

平成16年度　ヒートアイランド
現象による環境影響に関す
る調査p.31. （環境省環境管
理局大気生活環境室）

使用していない。 － 使用していな
い。

都市ガスの使用量に関するデー
タが入手可能であった関東、東
海、関西、九州の4地域を対象
に、LPGと都市ガスの全国の消
費割合からLPGの使用量を都市
ガス66%とし、油（軽油、重油な
ど）の使用量は全国平均データ
を用いた場合の業務建物におけ
る総合的なエネルギー消費の気
温感応を算定。

なし。 確認中 考慮して
いない、

考慮して
いない。

確認中 確認中 確認中 確認中

F-03 商業
F-04 金融・保険
F-05 観光業
F-06 建設業
F-07 医療
F-08 その他

出典

気候予測の手法 影響予測評価の手法 確信度の評価に関連する事項
脆弱性/環境依存性評価の手

法
予測地域小項目

予測される影
響

項番 予測時期予測される影響（詳細）大項目
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。



国民生活・都市生活

気候予測モデル 解像度
排出/濃度シ

ナリオ
影響の物理量の予測

被害額の
算定

社会経済
規模の変
化の予測

感受性の
考慮

適応策の
考慮

その他の
留意事項

査読の
有無

標本数と
結果の一

致度

他文献と
の一致度

専門家に
よる総合
的判断

G-01 安全な暮らし
G-02 健康な暮らし
G-03 経済的に豊

かな暮らし
G-04 快適な暮らし
G-05 文化や歴史を

感じられる暮
らし

G-06 その他

予測される影
響

予測される影響（詳細）項番 大項目 小項目

確信度の評価に関連する事項
脆弱性/環境依存性評価の手

法
予測時期 予測地域 出典

気候予測の手法 影響予測評価の手法
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※今後、さらに整理・精査を行い、追加・修正等を行う。


